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【⽬的】
⼤崎町の事例研究により
住⺠・企業・⾏政が連携して
廃棄物処理問題に取り組むための⾏政アプローチ⼿法
を明らかにする

【背景】
市町村の⼀般的処理⼿法である焼却処理は⾼コストかつ廃棄物処理の下位
最終処分場の延命化には廃棄物の排出者である住⺠との連携が必要

なぜ住⺠と企業との連携による廃棄物処理を⾏うことができるのか︖

RQ１
⾏政は課題解決のために住⺠と企業にどのようなアプローチを
⾏なったのか︖
RQ２
衛⽣⾃治会は⾏政のアプローチを受けてどのような特性を持ち，
機能したのか︖

コミュニティ型リサイクルシステムにおける住⺠組織と⾏政アプローチの研究
〜⿅児島県⼤崎町の住⺠・企業・⾏政の連携〜

住⺠ ⾏政

企業

廃棄物処理問題解決に向けた連携

⼤崎町
役場

アプローチ

❓
✅ ⾃治体内で⽣じた廃棄物の主体的処理が義務

（浅井，2019）
✅ ⽇本の廃棄物政策の⽬的は最終処分場の延命化

（細⽥，2019）
✅ 多くの⾃治体は焼却後，残渣を埋⽴処分

（佐⽵ほか，2012）

【市町村の廃棄物処理】

Waste Hierarchy
（World Bank，2012）

住⺠との連携による
より上位の取組が必要

住⺠の共同分別の様⼦
（⻄迫衛⽣⾃治会）

【⼤崎町の取組】
✅ ごみを燃やさずに住⺠主体で27品⽬の分別

✅ 家庭から出るごみの83.1％を再利⽤
12年連続⽇本⼀達成 (全国平均19.9%)

✅ 最終処分場の延命化を実現
2004年→2090年まで（全国平均21.6年）

✅ 埋⽴ごみ量（約85％削減）4,382t→684t

✅ 廃棄物処理経費（⼈/年）
全国16,400円 → ⼤崎10,500円

✅ インドネシア共和国(１市，２州)に対し
リサイクルの技術協⼒を実施(2012年〜)

問題意識

なぜ⼤崎町では住⺠が27品⽬分別という⾯倒くさいルールを守るのか︖

そのために，⾏政はどのような役割を担っているのか︖

✅ ごみの分別について住⺠の理解・協⼒が得られにくいことが政策実施上の
⼤きな阻害要因となっている（松本ほか，1993）

✅ ごみ分別収集は，多くの参加者を得て初めてその実効性が⾼まるという
社会的ジレンマを含んでいる（福⼭，2000）

• 衛⽣⾃治会だより（2000年〜2014年/61冊）
• 衛⽣⾃治会総会資料
• 違反ごみ報告書，新聞記事など

資料調査

• 廃棄物処理関連施設（３施設）
• ごみステーション

（代表的な５班，ごみ収集の全４ルート）
観察調査

• 衛⽣⾃治会班⻑及び班員（電話，122班/142班）
• 衛⽣⾃治会役員（対⾯，初代会⻑・現副会⻑）
• 歴代環境施策担当者（対⾯，７名）

インタビュー
調査

結論

RQ１について
【制度設計段階】
１．住⺠代表制を持った⽬的型の住⺠組織の確⽴
２．各主体のロールの明確化
▶ルール・ロールが⾃⽣する仕組み

【実⾏段階】
３．明確化されたロールを超えて関与
▶各主体が補い合う関係づくり

【継続段階】
４．町⺠向けの定期的な学習の機会づくり
▶ルール・ロールの継続的な認知

５．外部評価の意図的な獲得
▶取組推進のインセンティブ獲得

RQ２について

最終埋⽴処分場の残余年数は減少傾向（21.6年）
リサイクル率は最近⼗数年、頭打ち（19.9％）

（環境省，2020）

【衛⽣⾃治会の特性】
✅ ⾃治公⺠館を基盤としている
▶地縁組織の顔の⾒える関係を活かし
各班のロールを徹底するための特性

✅ 全⼾加⼊の登録制
▶各班のロールを徹底するための特性

✅ ⾏政から独⽴している
▶独⽴してルールを決めるための特性

✅ ごみ問題に特化している
▶ロールを共有しやすくるための特性

【衛⽣⾃治会の機能】
ルールやロール、情報資源を共有するツール

⾏政

企業

衛⽣⾃治会
総会

環境学習会

共同分別

各班

✅ ⾏政が３つの段階で５つのアプローチを実施
✅ 住⺠代表制を持つ⽬的型住⺠組織『衛⽣⾃治会』が

⾏政アプローチを効果的に発揮できるツールとして機能
コミュニティ型リサイクルシステムによる廃棄物処理が実現


